
4,190

― 農林部 49 ―

災害・危機に強い埼玉の構築

△2,742 324,412

大地震に備えたまちづくり

現計額 375,540 367,250 4,100

決定額 △51,128 △45,705 △2,681

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金 分担金・負担金

　農業用水利施設（ため池等）のうち、防災減災の見地
から緊急に対策を講じる必要があるものについて、調査
及び計画の策定等を進める。

（１）防災減災事業緊急調査（県営）　 △44,451千円
 調査内容の見直しに伴う減額
（２）防災減災事業緊急調査（団体営） △ 6,677千円
 調査内容の見直しに伴う減額

（１）事業内容
　　ア　防災減災事業緊急調査（県営）
　　　　　地震に対する安全度が不足し、防災減災の見地から緊急的に対策を講じる必要がある農業用水利施設
　　　　（ため池等）について、工事実施のための事業計画内容の詳細検討や事業計画書の作成を行う。
　　イ　防災減災事業緊急調査（団体営）
　　　　　農業用ため池の下流において、二次被害が想定され、詳細調査（耐震・豪雨・劣化）を緊急に実施し
　　　　なければならない施設について、防災減災の見地から、施設管理者に対し、必要な調査費の補助を行う。
　
（２）事業計画
　　ア　防災減災事業緊急調査（県営）
　　調査計画（整備計画策定1式）国庫補助　11地区（当初） 11地区（補正後）
　　イ　防災減災事業緊急調査（団体営）
    調査計画（整備計画策定等） 国庫補助  14地区（当初） 14地区（補正後）
 
（３）事業効果
　　　　耐震や豪雨時に、危険と判断された農業水利施設の整備を重点的に行うことにより、大規模地震やゲリラ豪雨等
　　　の発生時の施設の破損による災害の発生を防ぎ、農村地域の安全・安心を向上させることができる。
　　　　防災重点農業用ため池に係る防災工事等を的確かつ円滑に実施するため、市町村等の管理者に対して、現地パト
　　　ロールや技術指導を行うことで防災意識の向上を図り、工事実施までの緊急連絡体制や管理体制の強化を進める。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　　施設管理者である関係市町村及び関係土地改良区等と連携し、調査設計を進める。

（５）補正予算の概要
　　ア　防災減災事業緊急調査（県営）
　　　　調査内容の見直しに伴う減額
　　イ　防災減災事業緊急調査（団体営）
        調査内容の見直しに伴う減額

２　事業主体及び負担区分
 （１）事業主体：県
　 　　負担区分：国100％ 県50％・地元50％ 県100％
 （２）事業主体：市町村及び土地改良区
       負担区分：国100％

３　地方財政措置の状況
　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×3.0人＝28,500千円
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令和 4年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

農村整備課
担当名: 企画担当

内線: 4345 (単位：千円)



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 44,451千円

　
（単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

旅費 △78 ― 防災減災緊急対策事業に係る旅費等の減

需用費 △5,609 ― 防災減災緊急対策事業に係る消耗品費等の減

役務費 △23 ― 防災減災緊急対策事業に係る通信運搬費等の減

委託料 △38,741 ― 請負差金による減額　事務費の効率化による減額

合計 △44,451 ―

単位事業名 予算額 △ 6,677千円

　
（単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 △6,677 ― 請負差金による減額、事業計画の見直しによる減額

合計 △6,677 ―

事業内訳書

防災減災緊急対策事業

防災減災事業緊急調査(県営)

主な内容

防災減災事業緊急調査(団体営)

主な内容


